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最終処分方法検討の経過報告 

 

１ 検討の状況 

 検討支援業務委託について、令和５年５月 19 日に公募型プロポーザル方式によ

る募集を行い、令和５年７月３日に「５つくば市最終処分方法検討支援業務委託受

託候補者選定委員会」を開催した。 

令和５年８月２日に、第１候補者に選定された国際航業株式会社と契約を締結し、

検討を開始した。 

 

２ 今後の進め方 

長期的な最終処分の在り方の検討として、現状の市外民間委託を継続する場合、

市で最終処分場を建設する場合等、複数案について、様々な角度から調査・比較を

行う。なお、スケジュールについては資料３のとおりに進めていく。 

 

【添付資料】 

・資料２ 令和５年度 最終処分方法検討の概要 

・資料３ 令和５年度 最終処分方法検討のスケジュール 

最終処分場に関する調査特別委員会資料１ 
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令和５年度 最終処分方法検討の概要 

 

１. 目的 

現在、本市は市内に最終処分場を有しておらず、市外の民間業者に最終処分（埋立、資源化）を委

託している。長期的な最終処分の在り方を検討するため、現状の市外民間委託を継続する場合、市で

最終処分場を建設する場合等、複数案について、様々な角度から調査・比較を行う。 

 

２. 検討フロー及び内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目的や位置付け、関連法令等の整理 

２ ごみ処理・処分の現状 

３ ごみ処理技術の動向 

４ 最終処分システムの検討 

(1) 検討方針の設定 

 

(2) ごみ量・ごみ質の検討 

 将来の最終処分量を推計 

 

(3) ごみ処理技術の適用性の検討 

 複数の事業者へのアンケート調査 

 

(4) 最終処分システム案の作成・評価 

 複数案（表 1参照）を比較評価 

５ 最終処分場を本市に整備する場合の

基本事項の整理 

(1) 検討方針及び容量（規模）等の設定 

 

(2) 用地選定手法等の整理 

※本検討では最終処分場の候補地選定は

実施しません。 

 

(3) 施設整備スケジュールの検討 

 

(4) 行財政計画（行政施策や最終処分場

の運営方法等）の検討 

最終処分方法検討報告書 

表 1 最終処分システム案 

方法 内容 

① 現在の市外で民間委託をする場合 

② 本市内に最終処分場を建設し、最終処分まで行う場合 

③ 近隣自治体と最終処分の広域化を実施した場合 

④ 埋立物の一部を民間委託し、残りを市内で最終処分を行う場合 

最終処分場に関する調査特別委員会資料２ 



令和５年度　最終処分方法検討のスケジュール

No 項目

１ 計画準備・法令の整理

(1) 目的や位置付け

(2) 関係法令等の整理

２ ごみ処理・処分の現状

３ ごみ処理技術の動向

４ 最終処分システムの検討

(1) 検討方針の設定

(2) ごみ量・ごみ質の検討

(3) ごみ処理技術の適用性の検討

(4) 最終処分システム案の作成・評価

５ 最終処分場を整備する場合の
基本事項の整理

(1) 検討方針の設定

(2) 用地選定手法の整理

(3) 施設整備スケジュールの検討

(4) 行財政計画の検討

令和６年（2024年）令和５年（2023年）
日程

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

10 20 29 1020 3110 20 31 201010

検討方針（供用開始年度や計画埋立期間など今後の在り方）について設定する。

ごみ処理・処分量の実績や一般廃棄物処理基本計画等より将来推計を行い、ごみ量・ごみ
質を検討する。

内容

本市の現在のごみ処理システム（処理フロー、既存廃棄物処理施設）やごみ処理・処分量
の実績について整理する。

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「廃棄物最終処分場の性能に関する指針」等の、
最終処分に関係する法令等を整理する。

検討の目的や関連計画（国、茨城県、本市）について整理する。

行政施策、計画推進方針、管理運営計画、事業費及び資金計画の概要、最終処分場の運
営方法について検討を行う。

本市に最終処分場を整備する場合に必要となる検討方針を設定する。

用地選定の手法や考慮すべき事項について検討し、必要な項目を整理するとともに、ＧＩＳ
で図面作成を行う。
※本検討では最終処分場の候補地選定は実施しません。

本計画策定後の各種調査や設計、建設工事について施設整備スケジュールの検討を行う。

現在のごみ処理システムを踏まえ、民間事業者等にアンケート調査を行い、最終処分に関
するごみ処理技術の導入・適用性について検討する。

複数の最終処分システム案を作成し、環境性や経済性等の比較評価を行う。
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20 31

近年のごみ処理技術（収集運搬、中間処理、最終処分等）についての動向を整理する。
（他市町村事例によるメリット・デメリットの整理を含む）

10 20 30 31 1020 31 10 20 30

必要容量に反映

経済性評価に反映

最終処分場に関する調査特別委員会資料３


